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１．平成２９年４月１日から建築物省エネルギーの法律が変わりました。（旧省エネ法の届出

から建築物省エネ法の適合義務又は届出に変わりました。） 

・非住宅部分の床面積が2,000㎡以上となる建築物の新築・増改築は、省エネ基準への適合が義務化され、

所管行政庁又は登録省エネ判定機関による省エネ基準適合性判定が必要となりました。 

・適合義務対象となる建築物は、非住宅部分の省エネ性能確保計画が基準に適合しない場合、工事に着手

することができません。（建築確認申請の確認済証が交付されません。） 

・床面積300㎡以上の新築及び増改築部分の床面積が300㎡以上の増改築は、適合性判定が必要なものを

除き、届出が必要となりました。（届出対象が拡大されました。） 

・屋根等の修繕・模様替、空気調和設備等の改修を行う場合の届出は、不要となりました。 

・定期報告制度は廃止されました。 

 

 

  

建 築 物 省 エネルギーの法 律 が変 わりました。 
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２．省エネ基準適合義務規定は建築基準関係規定とみなされます。 

・適合義務対象となる場合、適合判定通知書の提出がないと、確認済証は交付されません。 

・省エネ性能確保計画を変更しようとするときは、全ての変更が軽微な変更に該当する場合を除き、事前

に計画変更の適合性判定を受ける必要があります。（軽微な変更のみの場合は、完了検査申請書に『軽

微な変更説明書』の添付が必要です。建築主の申請に応じ所管行政庁又は登録省エネ判定機関が交付す

る『軽微変更該当証明書』の添付を要する場合があります。） 

・省エネ基準への適合状況（施工状況）についても、完了検査の対象となります。 

 

 

３．増改築を行う場合は、建築物が新築された時期により、適用される基準が異なります。 

・法施行(平成28年4月1日)の際現に存する建築物の増改築を行う場合は、基準が緩和されます。 
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建築物省エネ法 適合性判定・届出要否 フローチャート 

 

○○○○    新築の新築の新築の新築の場合場合場合場合                 ※1「高い開放性を有する部分」[令第４条]を除いた床面積    

 

はい 

 

いいえ 

いいえ                      いいえ 

 

はい                        はい 

 

住宅部分 

非住宅部分 

 

 

 

 

 

○○○○    増改築の場合増改築の場合増改築の場合増改築の場合                ※1「高い開放性を有する部分」[令第４条]を除いた床面積    

                        ※2「高い開放性を有する部分」を除かない床面積 

はい 

 

いいえ 

いいえ 

 

はい 

いいえ                いいえ 

 

はい                 はい 

 

はい                 はい 

 

いいえ               いいえ 

 

住宅部分 

非住宅部分 

 

 

 

 

  

不適合かつ必要と認める

場合は指示・命令等 

不適合かつ必要と認める

場合は指示・命令等 

基準適合義務 

基準適合義務 不適合かつ必要と認める

場合は指示・命令等 

不適合かつ必要と認める

場合は指示・命令等 

登録省エネ判定機関から

所管行政庁へ写しを送付 

登録省エネ判定機関から

所管行政庁へ写しを送付 

適用除外建築物か？ 

[法第18条、第22条→令第７条] 

非住宅部分の床面積※1の

合計が2,000㎡以上か？ 

[法第11条→令第４条] 

建築物の床面積※1の合

計が300㎡以上か？ 

[法第19条→令第８条] 

省エネ性能確保計画 

届出 手続き不要 適合性判定 

住宅部分の床面積※1の

合計が300㎡以上か？ 

[法第15条→令第５条] 

届出相当 

増改築後の非住宅部分の床面積

※1の合計が2,000㎡以上か？ 

[法第11条→令第４条] 

増改築に係る非住宅部分の床面

積※1の合計が300㎡以上か？ 

[法第11条→令第４条] 

適合義務規定の施行(平成29

年4月1日)の際現に存する建

築物か？[法附則第３条] 

増改築に係る非住宅部分の床面積

※2の合計が増改築後の非住宅部分

の延べ面積の1/2以下か？ 

[法附則第３条→令附則第２条] 

増改築後の建築物は適用除外建築物か？ 

[法第18条、第22条→令第７条] 

省エネ性能確保計画 

届出 手続き不要 適合性判定 

増改築に係る住宅部分の床面積

※1の合計が300㎡以上か？ 

[法第15条→令第５条] 

届出相当 

建築物の増改築に係る部分の床

面積※1の合計が300㎡以上か？ 

[法第19条→令第８条] 
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４．施行日前後の省エネ基準適合義務の適用関係 

適
合
義
務
対
象 

① 確認申請が平成29年4月1日以降 

適合義務(法附則第2条第1項) 

※③の場合を除く 

3/31 4/1 4/21 4/22 

 
確認申請 

● 

 

対
象
外 

旧
省
エ
ネ
法
で
対
応 

② 確認申請が平成29年3月31日以前の場合 
適合義務対象外(法附則第2条第1項) 

※4月22日以降に着工する場合も含め、3

月31日以前に旧省エネ法に基づく届出

を行うことが必要(旧省エネ法建築物

に係る届出等に関する省令第1条第1項

及び第2条第1項(平成28年11月30日改

正施行)) 

3/31 4/1 4/21 4/22 

確認申請 届出 

●   ▲ 

 

確認申請   届出 

● ▲ 

着工 

     □□□□    

 

 

 

着工 

 □□□□    

③ 旧省エネ法に基づく届出が平成29年3月31日以前、確

認申請が平成29年4月1日以降の場合 

確認申請が4月1日以降でも適合義務対象

外(法附則第7条第1項) 
3/31 4/1 4/21 4/22 

届出 

        ▲ 

確認申請  着工 

 ●     □□□□ 

 

 

５．その他注意事項 

・省エネ性能確保計画（適合性判定）・届出は建築物ごとに行います。建築基準法上の別棟の場合は、それ

ぞれ別の建築物として扱います。 

・建築物エネルギー消費性能の評価は、増改築の場合でも、既存部分を含めた建築物全体で行う必要があ

ります。 

・適合性判定及び届出の要否の判断のための面積の算定方法は、旧省エネ法とは異なります。 

・複合建築物の共用部分のうち、居住者と居住者以外の者のいずれもが利用する共用部分は、原則として、

住宅部分（住宅共用部分を含む）と非住宅部分（非住宅共用部分を含む）のうち、床面積の大きい方の

部分として扱います。（建築基準法での扱いとは異なる場合があります。） 

・評価に使用できる計算方法が変わりました。国立研究開発法人建築研究所の『建築物のエネルギー消費

性能に関する技術情報』のページで利用できる計算プログラムのうち、Ver.1は使用できません。 

・届出書の様式が変わりました。また、省エネ性能確保計画、届出に添付する図書については、建築物省エネ

法施行規則又は『建築物省エネ法に係る適合義務(適合性判定)・届出マニュアル』等で確認してください。 

・適合性判定は、所管行政庁（建築物の所在地を所管する特定行政庁）又は、建築物の所在地を業務区域

とする登録建築物エネルギー消費性能判定機関（登録省エネ判定機関）が行います。 

・省エネ建築物大臣認定、性能向上計画認定、低炭素建築物認定は、適合性判定・届出に代えることがで

きます。 

 

６．法令・マニュアル等 

・建築物省エネ法のページ（国土交通省） 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/jutakukentiku_house_tk4_000103.html 

・建築物省エネ法に係る適合義務(適合性判定)・届出マニュアル（一般財団法人建築環境・省エネルギー

機構） 

http://www.ibec.or.jp/ee_standard/pamphlet.html 

・建築物のエネルギー消費性能に関する技術情報（国立研究開発法人建築研究所） 

http://www.kenken.go.jp/becc/index.html 

H29.4.18 兵庫県内特定行政庁等連絡会議設備部会 


